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　・対象期間：２００３年４月１日～２００４年３月３１日      

　・対象範囲：環境マネジメントについてはハリマ化成国内単体（本社、研究所、７工場、営業所） 

及びハリマＭＩＤについて記載しています。      

環境パフォーマンスデータは、ハリマ化成国内単体、ハリマＭＩＤ及び国内関連４会社＊１ 

について記載しています。    

　・記載項目：環境省の「環境報告書ガイドライン（２００３年度版）」を参考にしました。 

環境配慮製品の開発 

グリーン購入 

環境・安全教育 

・教育活動  

・緊急事態に対する教育・訓練 

・資格取得  

社会とのコミュニケーション  

・地域との共生 

・社外での環境教育 

・情報開示 

環境会計 

サイト紹介 

・加古川製造所・中央研究所、 

　ハリマエムアイディ加古川工場 
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業務用洗剤等の製造販売 

倉庫業務 

ハリマ観光株式会社 
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株式会社セブンリバー 

ハリマ化成商事株式会社 

環境報告書の記載範囲 
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　近年「持続可能な社会」の実現を目指した、循環型社会形成、化学物質管理、地球

温暖化防止など地球環境問題への自主的取り組みがますます重要となってきています。 

　ハリマ化成は「自然の恵みをくらしに活かす」を基本理念に、創業以来、一貫して独自

のテクノロジーを活かし、再生可能な植物資源「松」から得られる有効物質を付加価値

の高い工業製品に変えてお届けすることで、人々の生活や産業界に深く関わってまいり

ました。 

　電子機器分野では人体や地球環境に悪影響を及ぼす鉛や水銀、カドミウムなど６種

類の有害物質を、ほぼすべての電気・電子部品からなくすという欧州連合（ＥＵ）の「Ｒｏ

ＨＳ指令」が２００６年７月の発効を目前に控えており、当社の鉛フリーはんだが高い評価を

得て採用が相次ぎ、電子業界での有害物質の削減・全廃に向けての対応に寄与するこ

とができました。 

　また今年度は加古川製造所にトール油副産品をバイオマス燃料とした発電ボイラー設

備の完成を予定しております。この事業は経済産業省の新エネルギー利用の促進に関

する特別措置法に基づく「新エネルギー事業者支援対策事業」としての認定を受けて

おり、地球温暖化の原因となっている炭酸ガスの排出抑制にいっそう寄与できると考えて

います。 

　２００４年度経営基本方針の一つとして「環境との共生を社会的責任と認識し、環境

先進企業をめざす」を掲げており、今後も環境保全を推進し、持続可能な循環型社会を

実現していくことが企業の社会的責任の一つと考え行動いたします。 

　今年で２回目の環境報告書の発行となりますが、ここに環境報告書２００４としてまとめ

ご報告いたします。この報告書をとおして、当社の環境活動についてご理解いただくと共

にご意見を賜れば幸いです。 

２００４年９月　 

代表取締役社長 

長谷川吉弘 

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

1

　・

　・

　・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

ごあいさつ 

1



売上高 
２３,１５８ 
百万円 

社　　名　ハリマ化成株式会社    

設　　立　１９４７年１１月１８日 

資 本 金　１００億１，２９５万１，０３６円  

本　　店　兵庫県加古川市野口町水足６７１番地の４ 

大阪本社　大阪市中央区今橋４丁目４番７号 

東京本社　東京都中央区日本橋３丁目８番４号 

従業員数　３８８名    

事業内容　樹脂化成品、製紙用薬品、電子材料などの分野における各種

材料の研究開発、製造ならびに販売 

販売品目　印刷インキ用樹脂、塗料用樹脂、粘着・接着剤用樹脂 

製紙用薬品、合成ゴム重合用乳化剤、電子材料、健康食品 

研 究 所　中央研究所、筑波研究所    

工　　場　加古川製造所、東京工場、富士工場、茨城工場、北海道工場 

　　　　　仙台工場、四国工場    

営 業 所　東京営業所、大阪営業所、名古屋営業所、中国営業所  

　　　　　富士営業所、北海道営業所、仙台営業所、四国営業所 

●売上高 

●売上高の部門別状況 

２０００ 

２５,０００ 

２４,０００ 

２３,０００ 

２２,０００ 

２１,０００ 

２０,０００ 
２００１ ２００２ ２００３ 

年度 

百
万
円 

２３,１５８ 

２４,０３２ 

１９９９ 

２３,８６３ 

２２,１４９ 
２２,５９０ 

　樹脂化成品 
部門 
５８.７％ 

製紙用薬品　 
部門 
２８.５％ 

電子材料部門　 
　　　９.２％ 

その他３.６％ 

2 会社概要（２００４年３月３１日現在）  

●経常利益 

２０００ 

２,５００ 

２,０００ 

１,５００ 

１,０００ 

５００ 

０ 
２００１ ２００２ ２００３ 

年度 

百
万
円 

１,３２８ 
１,２３８ 

８７８ 

１,７３９ 

１９９９ 

１,９２２ 

松からロジンを採り出す3つの方法 松から生み出される化学製品 用　途 

松 

チップ 

パルプ 

紙 

サルフェイト 
テレピン油 

粗トール油 

精留 

蒸留 

蒸留 

生松脂 

松の切株 

ガムテレピン油 

ガムロジン 

トール脂肪酸 アルキド樹脂・界面活性剤・ 
ダイマー酸 

トールロジン 

ウッドテレピン油 

ウッドロジン 
溶剤抽出 

チップ 

テレピン樹脂 
合 成 香 料  
合 成 樟 脳  
溶 剤  

製紙用 
サイズ剤 

塗料 

印刷インキ 

接着剤 

紙 

合成ゴム 

洗剤 

プラスチック 

電子材料 

食品 

化粧品 

農・医薬 

土木・建築材料 

不均化ロジン 

ロジン 
変性樹脂 
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わたしたちは、自然の恵みを、くらしに活かす企
業です。        
わたしたちは、潤いのある、豊かな社会の創造を
使命に人と技術を大切にするグローバルカンパニー
を目指します。        
わたしたちは、理解し、協力し、心から信頼し合
うことそして知的で感性豊かなチャレンジャーで
あることを行動の基本とします。        
わたしたちの心は、ＹＥＳ．ナンバー１ 

理　　念 
 

理念・環境方針 

ハリマ化成は、法令および企業倫理の遵守徹底
を目的に、２００３年５月に「企業行動基準」を策
定しました。 
弊社は社会から信頼され支持される企業として、 
この「企業行動基準」を誠実に実行します。 

行動基準の概要 

１．事業活動の推進 
　　（１）豊かな社会の創造を目指す研究開発 
　　（２）優れた商品の提供と安全性への配慮 
　　（３）適正な取引条件の遵守 
　　（４）知的財産の尊重 

２．会社と社会との関係 
　　（１）地球環境との共存 
　　（２）公正な情報の開示 
　　（３）社会への貢献 
　　（４）法令と企業倫理の遵守 
　　（５）海外文化、慣習の尊重 

３．会社と社員との関係 
　　（１）社員の人格・個性の尊重 

環境方針 

私たちは、「自然の恵みをくらしに活かす」を
企業理念とし、企業活動が周辺地域のみならず
地球環境にも密接に関わり合っていることを認
識し、一人ひとりが環境方針に基づき環境保全
活動を積極的かつ継続的に推進します。        

１．ＩＳＯ１４００１に基づく環境マネジメントシス
テムの構築を行い、全従業員参加でシステ
ムの継続的改善を図ります。         

２．パインケミカル事業が、再生可能な天然資
源の有効利用であることを意識し、環境に
優しい商品の開発に努めます。         

３．当事業所の活動、製品、サービスに係わる
法規制、協定および私たちが同意したその
他の要求事項を遵守し、汚染の予防に努め
ます。         

４．環境目的・目標を設定し、環境実績の継続
的な改善に努めます。         

　　①省エネルギーの推進         
　　②廃棄物の削減         
　　③大気汚染の軽減         
　　④有害化学物質の適正管理         
　　⑤排水環境負荷の削減         

５．環境教育・啓蒙活動を通じて、全従業員へ
の環境方針の理解と意識の向上を図り、社
内外において環境に配慮した行動をします。 

６．この環境方針は、関係企業、地域の住民方々
等の利害関係者および一般の人々にも開示
します。 

●

●

3 理念・環境方針・企業行動基準 

●

企業行動基準の制定と周知徹底 

昨今コンプライアンスに対する企業の姿勢が厳しく問われて

います。当社はこれまでも各種規程の制定や、委員会の設

置等により企業倫理および法令遵守を実践してきましたが、

このたび、これを徹底するため「企業行動基準」を制定しま

した（２００３年５月）。この基準に運用細則、背景、関係法令、

関係社内規程等を追加して、より具体的な内容とした「企業

行動基準ハンドブック」を作成しました（２００３年８月）。 

本企業行動基準は、当社の役員、

従業員すべてを対象としており、

当ハンドブックの全員への配布

や勉強会を通して周知徹底を

図っています。また、関係会社

においても当ハンドブックを基本

とし、各社に適合した企業行動

基準を制定しています。 

企業行動基準 

２００３年５月１日制定 
（ホームページ掲載） 
 

コンプライアンス 
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　紙の原料として、木材チップ、原木、古紙が用いられま
すが、木材チップのほとんどは製材時に発生する残材、
間伐材、利用されてない細い木です。細かくされたチッ
プは、薬品とともに高い温度で煮て繊維と樹脂に分けら
れます。この蒸解工程で得られる樹脂を含んだ黒液か
ら粗トール油が得られます。当社は、粗トール油を米国か
ら輸入し、これを精留しロジン、脂肪酸等各種の製品を
製造しています。さらにトール油副産品（粗トール油精留
後の残さ）を燃料として利用し、ハリマ化成全体のエネ
ルギーの半分以上を賄っており、またこの副産品は生物
資源由来のため炭酸ガス排出にカウントされません。 

　現在、バイオマス燃料の有効利用をさらに推し進め、
バイオマス発電設備の導入を計画しています。導入予
定の発電設備は、３０ｔ／ｈの蒸気を発生するボイラーと出
力４,０００ＫＷ級のタービン発動機から構成されており工
場で使用する蒸気と電力の全量を賄うことができます。
総発電量の約半分は余剰電力となるため、電力会社な
どへ販売する予定です。この設備では、炭酸ガスを大
幅に削減できること、また脱硫設備の設置により大幅な
ＳＯｘ削減が可能で環境負荷の低減が期待できます。
２００４年１２月の稼動に向けて準備を進めています。 

4 環境への取り組み 
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ボイラー 

ボイラー 

ボイラー 

ボイラー 

2,500KW

さらなるリサイクルシステムの構築に向けて 

大気放出 

大気放出 

脱硫装置 電気集塵機 

排ガス 

SOx, NOx削減 

CO2削減 
電気集塵機 工　場 

工　場 発電設備 

一般家庭6000軒分 

余剰電力 

電力会社 

電力会社 

蒸気 電気 

従　　来 

バイオマス発電設備 

自然の恵みをくらしに活かす 

チップ 

蒸
解
釜 

パルプ 
抄紙へ 

黒 液  

脂肪酸 

ロジン 

トール油副産品 精
留

 

ダイマー酸 
接着剤用樹脂 
塗料用樹脂 

製紙用薬品 
印刷インキ用樹脂 
合成ゴム用乳化剤 

CO2 エネルギー 
回収 

ボイラー 

森のリサイクル 

バイオマスエネルギー利用 

ハリマ化成マ化成 ハリマ化成 

粗トール油 

ハリマM.I.D.

CO2を吸収 

２０～２５年 

森のリサイクル 



●環境管理体制 
当社では、環境方針を全社員に周知徹底し、継続的に環境への負荷を低減し環境保全活動を進めています。環境委員会を

設置し、活動計画の審議や活動結果の検討、対策の策定・実施を行っています。さらに下部組織を設け、省エネルギー対策や

廃棄物の削減、リサイクルの推進の具体的な活動を行いながら環境保全活動を進めています。 

加古川製造所、富士工場、東京工場の主力三工場は、同一の環境方針のもとシステムの統合を行い運用をしています。他工場、

営業所においては横展開をはかり全社的なISO運用を進めています。 

●環境監査      
当社では、ＩＳＯ１４００１の規格に基づき、年２回の内部監査

を実施しております。この内部監査は各地区に登録された

内部監査員によって実施され、環境マネジメントシステムの

有効性を検証・確認していきます。また、今年度は加古川製

造所が更新審査、富士工場が維持審査の外部審査を受

け合格しました。 

●ＩＳＯ１４００１認証取得状況      
当社では、環境マネジメントシステムの国際標準規格である

ＩＳＯ１４００１の認証取得を推進しています。現在までの取

得状況は、次のとおりです。東京工場が２００４年６月取得を

予定しています。 

加 古 川 製 造 所  
ハ リ マ Ｍ Ｉ Ｄ  
中 央 研 究 所  

富 士 工 場  

東 京 工 場  

北 海 道 工 場  

仙 台 工 場  

茨 城 工 場  

四 国 工 場  

東 京・大 阪 本 社  

各 営 業 所  

筑 波 研 究 所  

ハ リ マ 観 光 ㈱  

ハリマメディカル㈱ 

㈱ セ ブ ンリ バ ー  

ハリマ化成商事㈱ 

5 環境マネジメント  

第三者による環境審査を受審し、
環境マネジメントシステムの改善
を行っています。 

実際の現場を見ながら不適合箇
所を審査します。 

ＩＳＯ１４００１の認証取得状況 

工場名 

加古川製造所 

富士工場 

東京工場 

取得年月 

２０００年６月２６日 

２００２年３月２５日 

２００４年６月予定 

審査登録機関 

日本化学キューエイ㈱ 

日本化学キューエイ㈱ 

日本化学キューエイ㈱ 

社
　
　
　
長 

環
境
担
当
役
員 

環
境
管
理
責
任
者 

内
部
監
査
チ
ー
ム 

青色の事業所は、ISO14001を取得。 
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ハリマ化成 



●２００３年度活動結果 
環境目標を設定し、環境保全の改善に向けて活動を行ってきました。        

２００３年度の重点テーマとその目標および活動実績は以下のとおりです。      

テ
ー
マ 

2003年度 
関連 

ページ 

2004年度 

重点課題 目　　標 主な取り組み 主な成果 判定 目　　標 

環
境
負
荷
の
低
減 

ＣＯ２排出量削減 

 

ＣＯ２原単位１％削減 省エネ活動の実施 原単位：４．７％削減 ○ 

 

７ ＣＯ２原単位５％削減 

 

省
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
推
進 

電気、燃料使用量削減 原単位１％削減 省エネ機器、設備の導入 原単位：６．４％削減 ○ ７ 

電気、燃料の使用量 

原単位５％削減 

スチーム量の把握、削減 

バイオマス発電の稼働 

廃
棄
物
の
削
減 

廃棄物発生量の削減 ２％削減 容器の変更、分別徹底 発生量：３．７％削減 ○ ８ 発生量：１０％削減 

化
学
物
質
の
管
理 

製
品
へ
の
環
境
配
慮 

環境配慮製品の開発 
鉛フリーはんだの開発、販売 拡販 ソルダーペーストの 

約５０％が鉛フリー化 ○ 
１１ 

はんだの鉛フリー化推進 

環境対応塗料用樹脂開発 対応製品の開発、販売 対応製品の販売実績化 △ 

環
境
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト 

ＩＳＯ１４００１の拡大 

東京工場の取得、 
富士工場の統合 東京工場取得準備 

７月より加古川製造所、 
富士、東京工場 
統合運用開始  

○ 

５ 

ＩＳＯ１４００１の統合・拡大 
審査合格（０４. ６月） 
環境会計の導入 

人材育成 内部監査員の育成 監査のレベルアップ 

安
全
へ
の
取
り
組
み 

事故・災害の撲滅 事故・災害のゼロ 
講演会、 
キャンペーン実施、 
ＫＹＴ訓練の実施 

人身有休：０件 
人身無休：０件 
小爆発：１件（北海道） 

△ 

 

１２,１３ 事故・災害ゼロ 

 

物流の環境安全 容器用イエローカード導入 ラベルプリンターソフト改造 容器イエローカード実施 ○ ９ 物流事故ゼロ 

臭気苦情の撲滅 臭気苦情ゼロ 臭気対策設備の設置 
（加古川製造所、東京工場） 臭気苦情ゼロ ○ １６,１８ 臭気苦情ゼロ 

環境報告書発行 初版発行 環境報告書第２版発行 環境への取組み成果まとめ 環境報告書初版発行、 ＨＰ公開 ○ コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン 

環
境
情
報
開
示 

 

社員環境教育 環境意識の向上 
環境報告書説明会 
社内報に環境関連掲載 環境意識の向上 △ 勉強会の実施 

社内報掲載 

地域との 
コミュニケーション 

地域社会との交流 

１４ 

積極的な交流 

判定　　　○：目標を達成　　　△：目標達成５０％以上　　×：目標達成５０％以下 

６人増員 

近隣中学校での環境 
に関する講演会実施 環境取組みの理解 

水域への環境負荷低減 

大気への環境負荷低減 

大気汚染物質排出削減 

ＣＯＤの１％低減 

ＮＯｘ、ＳＯｘの１％低減 

トルエン、キシレン 
大気排出量６％削減 

排水設備の新設（富士） 

低硫黄燃料の採用 

生産システムの変更 

ＣＯＤ：４３％削減 

ＮＯｘ：２１％低減、 
ＳＯｘ：２％の増加 

トルエン、キシレン 
大気排出量３０％削減 

○ 

△ 

○ 

８ 

８ 

１０ 

ＣＯＤの１０％低減 

ＮＯｘ、ＳＯｘの１０％低減 

トルエン、キシレン 
排出量10％削減 

有害化学物質の管理 

ＰＲＴＲへの対応 

埋立量発生量の削減 

工場外排出量の削減 

自主規制物質の管理 

算出精度の向上 

２．９％に（対全廃棄物） 

２％削減 

自主規制物質の選定 

ＰＲＴＲ数値の解析 

分別、リサイクルの徹底 

リサイクル 

環境マニュアルに記載 

問題点の把握 

埋立量：２．２％に 

社外排出量：５．８％削減 

○ 

△ 

○ 

○ 

９ 

１０ 

８ 

８ 

規制物質の数値管理 

算出精度の向上 

埋立量を１．８％まで削減 

社外排出量：５％削減 

環境対応塗料用樹脂開発 

○ 

○ 

環境マネジメント  
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6 環境負荷低減への取り組み  

●環境負荷低減のまとめ 
当社は、事業活動において環境にさまざまな影響を与えています。このため、環境負荷を的確に把握し、できる限り低減するこ

とがメーカーとしての最重要課題と考えています。こうした考えに基づき、省エネルギーの推進や大気・水域への影響が懸念さ

れる化学物質の排出量の削減、廃棄物の削減に注力するなど、環境と調和した事業活動の実践に向けて、さまざまな取り組

みを行っています。 

●省エネルギー   
２００３年度は、前年より生産量は増え

ましたが、電気使用量は同量、燃料使

用量は減少しました。従って、原単位

では、エネルギー使用量を前年比６．４

％削減することができました。 

※原単位は、固形生産量（ｔ）当たりの（燃料
＋電気）使用量の原油換算値（ｋr）で表し
ています。  

当社の燃料使用割合（２００３年度、原

油換算）は右記のとおりです。 

当社のエネルギー施策の最大の特徴

は、使用するエネルギーの約半量をバ

イオマス燃料であるトール油副産品で

賄っていることです。 

電気、化石燃料より発生した炭酸ガス

排出量は、わずかですが削減できました。 

原単位では、前年度比４．７％の削減と

なっています。 

なお、集計において今回から再生油を

加えましたので昨年の数値と異なって

います。 

原材料（PRTR法） 
２１千トン 

用水 
１,０１８千トン 

電気 
２１％ 

化石燃料 
３０％ 

バイオ燃料 
４９％ 

０.２０ 

 

０.１６ 

 

０.１２ 

 

０.０８ 

 

０.０４ 

 

０ 
年度 

原
単
位（
ｔ
／
ｔ
） 

４０,０００ 

３０,０００ 

２０,０００ 

１０,０００ 

０ 
２０００ ２００１ ２００２ 

排
出
量（
ｔ
） 

０.１６８ 
０.１８３ 

０.１６７ 
０.１５９ 

 
２５,２６６ 

２４,３７８ 
２３,８１１ 

排出量 

原単位 

２００３ 

２３,１５１ 

※炭酸ガス排出量は、化石燃料＋電気から発生したもの 

エネルギー使用量と原単位 

※（　）の数値は、燃料＋電気の合計値を表す 

３５ 

３０ 

２５ 

２０ 

１５ 

１０ 

５ 

０ 

０.２００ 

０.１５０ 

０.１００ 

０.０５０ 

０.０００ 

０.１５８ 

２０００ ２００１ ２００２ ２００３ 年度 

１８.８３ １７.９２ 

４.９８ 
４.６６ 

１７.６１ 

４.４４ 

０.１６７ 
０.１５６ 

０.１４６ 使
用
量（
原
油
換
算
、千
　
） 

原
単
位（
　
／
ｔ
） 

炭酸ガス排出量と原単位 

電気 

原単位 

（化石＋バイオ）燃料 

（２３.８１） （２２.２６） （２２.３６） 

１６.８９ 

４.４４ 

（２１.３３） 

kr

kr

インプット 

アウトプット 

2003年度事業活動（ハリマ化成国内単体、ハリマMID、国内関連4会社） 

エネルギー 
電気＋燃料 

２２千ＫＬ（原油換算） 

ＣＯ2 ： ２５千トン 
SOX ： ７３トン 
NOX ： ２７トン 

廃棄物  
２．１千トン 

大気排出量 
（PRTR対象物質） 

１４トン 

　　　排水   
排水量：７３５千トン 
ＣＯＤ：２．７トン 

製品（有姿） 
２３６千トン 

使用燃料の内訳 

加古川製造所において各部署の電気
使用量を把握、管理するため電力ロガー
システムを導入し、目で見える省エ
ネを推進しています。 

エアコンのファンに水をかけること
により冷房効率が良くなり、省エネと
なります。写真はファンへ自動的に
散水するエネカット装置です。 

オフィスでの省エネを推進するため
エコスタイルでの業務を推奨し、冷
房設定温度を上げることでの省エネ
に取り組んでいます。（大阪本社） 
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環境負荷低減への取り組み  

●廃棄物削減 
当社は、循環型社会形成をめざした取り組みの一つとして産業廃棄物の削減に注力しています。３Ｒ（Ｒｅｄｕｃｅ，Ｒｅｕｓｅ，Ｒｅｃｙｃｌｅ）

の観点から製造工程からの発生抑制（Ｒｅｄｕｃｅ）、廃棄物の再利用（Ｒｅｕｓｅ）、および副産物の再資源化（Ｒｅｃｙｃｌｅ）に重点的

に取り組んでいます。２００３年度、廃棄物の発生量は、前年度より約３．７％削減できました。工場内で発生した廃棄物は、工場内

でできうる限り減量化に努めています。 また、工程より発生する再生油は燃料として再利用（サーマルリサイクル）しています。工

場外へ排出した廃棄物量は、金属、プラスチック等の分別を推進することにより再資源化を押し進め、最終埋立処分量を全廃棄

物発生量の２．２％（昨年度３．１％）まで減少させることができました。 

●大気・水域への負荷低減 
熱媒ボイラーや水蒸気ボイラーの燃料として重油、灯油、

トール油副産物および再生油を使用しています。これらの燃

料を燃焼することにより硫黄酸化物（ＳＯｘ）や窒素酸化物

（ＮＯｘ）を大気に排出しています。当社のＳＯｘ排出量の大

部分は、トール油副産物中に含まれる硫黄分に由来するも

のですが、今後バイオマス発電設備に脱硫装置を設置する

ことによりＳＯｘの大幅な低減が可能です。 

工場から排出される排水は、処理して公共河川、下水道へ

放流しています。 

ＣＯＤについては、過去３年横ばい状態ですが、今後、生産

設備および排水処理設備（富士工場、Ｐ.１７参照）の改善に

より削減していく予定です。 

SOx、NOx排出量 

１００ 

８０ 

６０ 

４０ 

２０ 

０ 
２０００ ２００１ ２００２ ２００３ 

排
出
量（
ｔ
） 

NOx 
SOx

年度 

８１ 

４２ ４２ 
３５ 

７１ ７１ 

２７ 

７３ 

４.７ ４.７ ４.７ 

２.７ 

１０００ 

８００ 

６００ 

４００ 

２００ 

０ 

COD排出量と総排水量 

８ 

７ 

６ 

５ 

４ 

３ 

２ 

１ 

０ 
２０００ ２００１ ２００２ ２００３ 

Ｃ
Ｏ
Ｄ
排
出
量（
ｔ
） 

総
排
水
量（
千
k
） 

COD 
総排水量 

年度 

９３０ ８１８ ８３５ 

７３５ 

外 部 処 理  

８００ 

６００ 

４００ 

２００ 

０ 

２０００ 

１５００ 

１０００ 

５００ 

０ 

２００１ ２００２ 

２００１ ２００２ 

６８６ 

減量化量（焼却） 

トン／年 

トン／年 

トン／年 

トン／年 

トン／年 

サーマルリサイクル 

１０００ 

８００ 

６００ 

４００ 

２００ 

０ ２００１ ２００２ 

６７４ 

リサイクル（金属、プラスチック） 

４６８ 

３００ 

２５０ 

２００ 

１５０ 

１００ 

５０ 

０ 
２００１ ２００２ 

埋立 

社外排出廃棄物量 

社外排出廃棄物量 
２００１年度：２，７６８ｔ　２００２年度：２，２６３ｔ　２００３年度：２，１３２ｔ 

トン／年 

５０００ 

４０００ 

３０００ 

２０００ 

１０００ 

０ 

２,７６８ 
２,２６３ 

２００１ ２００２ 

５４１ 

１,３４８ 

１００ 

８０ 

６０ 

４０ 

２０ 

０ ２００１ ２００２ ２００３ 

１７.２ 

リサイクル（紙、新聞紙等） 

１７.８ ２０.３ ２,１３２ 

２００３ 

２００３ 

６６６ 

２００３ 

２００３ 

４４４ 

２００３ 

１３６ 

内部処理 
２００１年度：４，７５０ｔ　２００２年度：４，１０２ｔ　２００３年度：３，９９９ｔ 

５０００ 

４０００ 

３０００ 

２０００ 

１０００ 

０ 

２０００ 

１５００ 

１０００ 

５００ 

０ ２００１ ２００２ ２００１ ２００２ 

３,４０６ 
２,９０１ １,２０１ 

減量化量（排水、焼却） トン／年 トン／年 サーマルリサイクル 

１,３４４ 

２００３ 

２,９４６ 

２００３ 

１,０５３ 

８３３ ８６６ 

１９８ 

２４８ 

廃棄物発生量 

廃棄物発生量 

トン／年 

１００００ 
８０００ 
６０００ 
４０００ 
２０００ 
０ ２００１ ２００２ ２００３ 

７,５１７ 
６,３６５ ６,１３１ 

加古川製造所内の廃棄物を一括し
集めて分別、管理しています。 

機密書類は、ダンボール箱に詰め、
製紙会社へ持ち込み再生処理を行っ
ています。２００３年度は、６.４ｔの処理
実績でした。 

ダンボール類のリサイクル資源を集
め、定期的に近隣の少年団の回収に
協力しています。 

蛍光灯、ガラス類（無色、茶の分類）
を回収し、業者へリサイクルを依頼
しています。２００３年は、ガラス類と
して２.５tの実績でした。 
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7 化学物質の適正管理 

●化学物質の取扱い管理     
従来、化学物質の安全管理は、行政が規制値を定める等、

法規制により行われてきました。しかし、それだけでは限界

が見えるようになり企業による自主管理が求められるようになっ

てきました。当社においても危険・有害性化学物質に関して

自主規制物質を定め、化学物質取扱い管理規定の手順書

を作成、自主管理を行っています。 

 

　 自主規制物質    
自主規制物質として、使用禁止物質、使用削減物質、特

別管理物質を規定しています。 化学物質の管理ランク

の分類は、各種法規制、環境基準、業界の自主基準や

国際的な取り決め等によって行いました。      

管理 
ランク 

環境負荷物質の管理ランク一覧  

法　規　制　等 ユーザー・業界自主規制 備　　考 

（１）労働安全衛生法第５５条「製造禁止物質」 

（２）労働安全衛生法第５６条「製造許可物質」 

（３）化審法「第１種特定化学物質」 

（４）化審法「第２種特定化学物質」 

（５）オゾン層保護法 

（６）大気汚染防止法「特定粉塵」 

（７）毒劇物取締法「特定毒物」 

（８）発がん性物質：ＩＡＲＣランク１ 

　　発がん性物質：ＮＴＰランクＫ 

　　発がん性物質：ＡＣＧＩＨランクＡ１ 

　　発がん性物質：ＥＵランク１ 

（１）オゾン層保護法 

（２）「廃棄物処理法」特定有害産業廃棄物 

（３）内分泌攪乱物質 

（１）労働安全衛生法「特化則」特化物第２類 

（２）労働安全衛生法「特化則」特化物第３類 

（３）労働安全衛生法「有機則」第１種有機溶剤 

（１）ＰＲＴＲ法第１種指定化学物質（３５４物質） 

（２）ＰＲＴＲ法第２種指定化学物質（８１物質） 

 

ＲｏＨＳ指令（ＰＢＢ､ＰＢＤＥ）、ＰＯＰｓ条約（アルドリン他） 

 

モントリオール議定書 

ＥＵ有害物質規制、独化学品禁止令 

 

ＥＬＶ･ＲｏＨＳ指令（Ｃｄ） 

 

 

 

モントリオール議定書 

ＥＬＶ･ＲｏＨＳ指令（Ｐｄ） 

ＰＯＰｓ条約（ダイオキシン他） 

ＥＬＶ･ＲｏＨＳ指令（Ｈｇ､Ｃｒ） 

禁止、削減、特別管理を除く 

禁止、削減、特別管理を除く 

禁
止
物
質（
１
６
８
物
質
） 

（
８１
物
質
） 

削
減
物
質 
（
４５
物
質
） 

特
定
管
理
物
質 

物
質
管
理 

・禁 止 物 質　新規原材料の使用検討にあたっては、使用禁止物質でないことを確認する。 
・削 減 物 質　設計部署は、使用削減物質を出来るだけ使用しない製品の設計に努める。代替等により使用削減を推進する物質 
・特別管理物質　設計部署は、使用削減物質を出来るだけ使用しない製品の設計に努める。排出・移動量の削減に取り組み、使用量 
　および管理物質　の把握、管理を徹底する。取り扱う製造部署は、原料・製品のＭＳＤＳを参考にして適正な取扱いをする。 

〈管理方法の概要〉 
 
 

９物質 

７物質 

１１物質 

２３物質 

５４物質 

１物質 

１１物質 

３４物質 

６物質 

３物質 

９物質 

１４物質 

１１物質 

５６物質 

３０物質 

９物質 

６物質 

１ 

　　容器イエローカード（ラベル方式）の導入 
現在、化学物質の輸送時の事故に備えて、化学品の輸

送関係者にイエローカード（緊急時応急措置カード）を携

行させています。しかし、少量容器品や混載便やストック

ポイント以降の少量品については従来の形のイエローカー

ドを携行することは困難となっていました。そこでイエローカー

ドを補填する手段として容器イエローカード（ラベル方式）

が日本化学工業協会によって構築されました。これを機に、

当社も導入いたしました。 

2
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化学物質の適正管理 

　 ＰＲＴＲ物質の管理  
２００１年度にＰＲＴＲ法が施行され、２００１年度の実績か

ら各事業所からの報告が義務化されました。 
下記に当社国内７工場の２００３年度届出データの集約
値を示します。 
当社は、ＰＲＴＲ対象物質３５４物質のうち４６種類の化学
物質を取り扱っています。 
ＰＲＴＲ法に基づく２００３年度の実績は以下のとおりです。 

2003年度環境汚染物質の排出・移動量実績（㎏/年） 

＊  移動量は、廃棄物中間処理業者への委託量および公共下水への排出量 

大気排出量 
（13,861） 

総排出量 
（14,200） 

環境汚染物質 
排出・移動量 

移動量 
（72,203） 

水域排出量 
（9） 

土壌排出量 
（330） 

大気排出量の大部分は、トルエン、キシレンで、全体の９７
％を占めています。キシレン、トルエンの使用量削減お
よび排出量削減に重点的に取り組んだ結果、全体の大気
排出量は、前年比３０％削減できました。 

大気排出量の内訳 

ホルムアルデヒド その他2.8%
0.6%

14t

大気 
排出量 

キシレン 
41.9%

トルエン 
54.7%

化学物質名 排出量 
移動量 

大気 総排出 
排出量 

移動量 
大気 総排出 

１ 
２ 
３ 
４ 
７ 
２９ 
４０ 
４３ 
４６ 
５９ 
６３ 
１０１ 
１０２ 
１７７ 
２２４ 
２２７ 
２３０ 
２４２ 
２６６ 
２７２ 
３１０ 
３１２ 
３１３ 
３１４ 
３１５ 
３１８ 
３１９ 
３２０ 
３３５ 
３３８ 
 

１７９ 

亜鉛の水溶性化合物 
アクリルアミド 
アクリル酸 
アクリル酸エチル 
アクリロニトリル 
ビスフェノールＡ 
エチルベンゼン 
エチレングリコール 
エチレンジアミン 
パラオクチルフェノール 
キシレン 
酢酸２エトキシエチル 
酢酸ビニル 
スチレン 
１.３.５トリメチルベンゼン 
トルエン 
鉛及びその化合物 
ノニルフェノール 
フェノール 
フタル酸ビス（２－エチルヘキシル） 
ホルムアルデヒド 
無水フタル酸 
無水マレイン酸 
メタクリル酸 
メタクリル酸２－エチルヘキシル 
メタクリル酸２－ジメチルアミノエチル 
メタクリル酸ノルマルブチル 
メタクリル酸メチル 
αメチルスチレン 
メチル１.３フェニレンジイソシアネート 
　　　　　　合　　計 
ダイオキシン類 

０．０ 
１．７ 
７．７ 
１．１ 

１０５．５ 
０．０ 

４，２６８．７ 
０．８ 
１．０ 
１．４ 

３，５５７．５ 
０．４ 
１９．０ 
９１．０ 
９２．０ 

１１，５５６．５ 
０．０ 
０．０ 
１．３ 
０．３ 
８６．２ 
９．１ 
１０．０ 
１．２ 
１．０ 
５．０ 
２．４ 
９２．０ 
０．２ 
１．４ 

１９，９１４．４ 
１３．９ 

４．８ 
２２．８ 
７．７ 
１．１ 

１０５．５ 
０．０ 

４，３６８．７ 
０．８ 
１．０ 
１．４ 

３，６５７．５ 
０．４ 
１９．０ 
９１．０ 
９２．０ 

１１，５５６．５ 
０．０ 
０．０ 
１．３ 
０．３ 
８６．２ 
９．１ 
１０．０ 
１．２ 
１．０ 
５．０ 
２．４ 
９２．０ 
０．２ 
１．４ 

２０，１４０．３ 
１３．９ 

 

１，２００．０ 
０．９ 
０．０ 
０．０ 
０．０ 
０．０ 

１０４，５００．０ 
０．０ 
０．０ 
２７．２ 

１０４，５００．０ 
０．０ 
０．０ 
０．０ 
０．０ 

２１，０００．０ 
６９．０ 
２０．０ 
０．０ 
０．０ 

６６６．０ 
０．０ 
０．０ 
０．０ 
０．０ 
０．０ 
０．０ 
０．０ 
０．０ 
０．０ 

２３１，９８３．１ 
１．１ 
 

０．０ 
１．６ 
６．８ 
１．０ 
９３．４ 
０．０ 

３，１５８．０ 
０．３ 
１．６ 
２．５ 

２，６４８．０ 
０．３ 
１８．０ 
８２．０ 
６８．０ 

７，５８０．０ 
０．０ 
０．０ 
０．０ 
０．３ 
８８．３ 
４．３ 
９．２ 
１．３ 
０．３ 
４．８ 
１．１ 
８９．０ 
０．１ 
０．５ 

１３，８６０．７ 
１．０ 

０．０ 
１０．６ 
６．８ 
１．０ 
９３．４ 
０．０ 

３，１５８．０ 
０．３ 
１．６ 
２．５ 

２，６４８．０ 
０．３ 
１８．０ 
８２．０ 
６８．０ 

７，９１０．０ 
０．０ 
０．０ 
０．０ 
０．３ 
８８．３ 
４．３ 
９．２ 
１．３ 
０．３ 
４．８ 
１．１ 
８９．０ 
０．１ 
０．５ 

１４，１９９．７ 
１．０ 
 

０．０ 
０．４ 
０．０ 
０．０ 
０．０ 
０．２ 

２４，５８０．０ 
０．０ 
０．０ 
１３．２ 

２４，５８０．０ 
０．０ 
０．０ 
０．０ 
０．０ 

２２，３００．０ 
９４．０ 
１５．０ 
０．０ 
０．０ 

６２０．０ 
０．０ 
０．０ 
０．０ 
０．０ 
０．０ 
０．３ 
０．０ 
０．０ 
０．０ 

７２，２０３．１ 
０．０ 
 

整理 
番号 

ＰＲＴＲ届出数値 
２００３年度 

単位：kg（ダイオキシン類のみmg-TEQ） 

２００２年度 

3
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8 環境配慮製品の開発 

　　鉛フリーはんだの開発 
ハリマ化成の電子材料は「クリーン＆ファイン」をコンセプ

トとして地球環境に優しいソルダリングテクノロジー（はん

だ付け技術）を開発しています。電子機器を構成する電

子部品とプリント回路基板の接合に使用するはんだ合金

は、環境汚染の観点から今まさに鉛を含まないはんだ（鉛

フリーはんだ）に切り替わりつつあります。 

当社独自の松ヤニ化学を活かした鉛フリーはんだペース

トが１９９８年に世界で初めて電子機器に登用されて以来、

数多くの電子機器への展開を図っています。 

　　環境配慮型印刷インキ用樹脂 
　従来、オフセットインキは石油系溶剤を使用しており、ＶＯ

Ｃ（揮発性有機化合物）の問題や石油資源の枯渇問題

を抱えており、これに対応すべく、国内ではエコマーク基

準の制定・改訂、アロマフリー（芳香族成分非含有）化が

進み、環境保全型大豆油インキが普及しています。 

　当社では、このような環境配慮型印刷インキに適したイン

キ用樹脂を開発し提供しています。更に、樹脂を当社で

ワニス化工程まで一貫して行うことで、エネルギーおよび

地球温暖化の原因である二酸化炭素を低減する商品を

開発しています。 

 

 

 

 

 

 

 

　　紫外線硬化型樹脂 
　紫外線硬化型樹脂はＶＯＣを含みません。当社が開発し

た印刷インキ・塗料・木工用の紫外線硬化型樹脂は揮発

性物質の大気放出による環境負荷を低減します。 

 
　　環境配慮型塗料用樹脂 
　塗料は芳香族有機溶剤を使用しており、環境保護からこ

の溶剤に対応した塗料が普及しています。当社では、こ

の問題を解決するＰＲＴＲ・低ＶＯＣ・シックハウス対応樹脂、

ならびに大気汚染の原因である有機溶剤の代わりに水を

溶媒とした水系樹脂を開発しています。 

 

 
 

2

3

1

Pb
Pb

Pb Pb Pb
P
b

P
b

Pb

Pb

PbPbPb

電子業界のはんだへの要求 
地球環境と鉛フリー 

鉛が人体に悪い為 
に使用を制限 

Sn/Pbはんだ 

酸性雨 

廃棄場 

地下水 

飲料水 

4

5

6

7

　　アルミニウムろう付け材料 
当社のアルミニウムろう付け材料は、車載用アルミニウム

製熱交換器の製造コストを大幅に低減させたことはいう

までもなく、より精密なろう付けを可能にすることができまし

た。その結果、熱交換器の重量が大幅に低減でき自動

車の燃費向上に役立っており、車載用エアコンの熱交換

器の冷媒（代替フロン）の使用量も低減できるため、トータ

ルで地球温暖化抑制

に貢献しています。 

　　金属ナノ粒子          
金属ナノ粒子には実際の融点よりもずっと低い温度で焼

結する性質があります。これをインク化したのがナノペー

ストです。インクジェット装置を使って、好きな場所に必要

量のインクだけで金属の回路配線をつくることができます。

一般的なフォトリソグラフィーでは、金属箔の配線部だけ

を削り出すプロセスなので、大量の金属廃液処理が必須

ですが、ナノペーストによる印刷工法ではまったく廃液は

出ません。究極の環境

対応材料として、広範

な分野での用途展開

が期待されています。   

　　完全環境配慮型粘着付与剤樹脂 
　建材用接着剤分野や自動車用粘着テープ分野において

は、かねてよりエマルション化による水系化が進んできてお

りますが、ベース樹脂に含有する未反応のホルムアルデヒ

ドやスチレン、粘着付与剤樹脂中に残存するトルエンまで

もが軽視できない状況になってきています。そこで、より環

境にやさしい商品の開発に取り組み、製品中のＶＯＣ値

を検出限界以下まで低減したロジン系エマルション型粘

着付与剤樹脂を開発しました。ＶＯＣ低減以外にも内分

泌攪乱物質の疑いの

あるアルキルフェノール

系乳化剤も使用してい

ません。 
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　　一般教育 
　１）全国安全週間、全国労働衛生週間、全国交通安全

　　運動に連動した講演会を開催する。 

　２）環境月間、品質月間に連動した講演会を開催する。 

　３）ＩＳＯに関する勉強会を行う。 

　　緊急事態対応訓練 
　事業所毎の防災訓練・緊急事態対応訓練及び部署毎

の緊急事態対応訓練を行う。 

　　スキルアップ 
　資格取得を含め各部署の業務を行う上で必要なニーズ

を明確にし教育訓練を行う。 

12

環境配慮製品の開発 

10 環境・安全教育 

9 グリーン購入 

1

2

3

環境負荷が小さいものを優先的に購入する「グリーン購入」

に取り組んでいます。 

商品やサービスを購入する際に、価格や品質だけでなく環

境への負荷が小さいものを優先的に購入することを「グリー

ン購入」といいます。２００１年４月、「国等による環境物品等

の調達の推進等に関する法律」（グリーン購入法）が施行

され、国の機関はグリーン購入が義務づけられ、事業者およ

び国民はできる限り環境物品等を選択することを責務として

位置づけられました。 

当社（加古川製造所）においては、事務用品を中心にグリー

ン購入を実施しています。２００３年度のグリーン購入比率は、

７０％（昨年度６８％）の実績となりました。今後は全社展開な

らびに目標を設定してグリーン購入を推進していきます。 

京都精華大学鷲尾教授
をお招きして演題「海に
学ぶ自然環境の恩恵」に
関して講演会を開催しま
した（２００３年６月） 

省エネ活動の意識向上を
目的に、節電、バイオマス
発電等の省エネ事例に関
する省エネ講演会を開催
しました（２００４年２月） 

●教育活動 
当社では品質マネジメントシステム、環境マネジメントシステムに沿って年間の教育訓練計画を作成し活動しています。各事業所

毎および各部署毎に教育訓練のニーズを明確にして、年間計画に沿って実施しています。主な内容は下記のとおりです。 

軽量化・中性化 

21世紀の製紙産業 

省資源 

環　境 

古紙使用比率のアップ 

クローズド化 

製紙メーカーの対応 

トールロジンを原料とする 
古紙に有効なサイズ剤開発 

環境配慮（脱ホルムアルデヒド）した 
古紙に有効な紙力増強剤開発 

当社製紙用薬品の 
取り組み 

省エネルギー 

　　製紙用薬品  
　２１世紀の製紙産業は、環境を重視した循環型産業の完

成を掲げており、日本の古紙使用率（紙・板紙生産量に

占める古紙消費量の割合）は、２００３年度すでに６０.２%

に達し、２００５年度目標であった６０%を越え、世界最高水

準となっています。 

当社では環境、省資源、省エネルギーに貢献できる製紙

用薬品として古紙に効果のあるトールロジンを主原料とす

るサイズ剤、表面サイズ剤、環境に配慮（脱ホルムアルデ

ヒド）したポリアクリルアミド系紙力増強剤、さらに、水に濡

れてもある程度の紙の強さを維持し、有機塩素化合物を

含まないタイプの湿潤紙力剤開発にも取り組んでおります。 
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13

●緊急事態に対する教育・訓練 
１２月８日に加古川製造所にて所員１０２名が参加して総合防災訓練を実施いたしました。当日は、加古川消防本部、加古川警察

署の協力を得、地元住民およびメディアの視察のもと、訓練を行いました。 

環境・安全教育 

 

加古川消防署参加のもと、放水訓練 

はしご車による負傷者の救出訓練 消防署員による人工呼吸、心臓マッサージ等について
応急手当の模範演技指導 

自衛消防隊による初期消火訓練 

●資格取得 
 

加古川製造所での総合防災訓練 

当社の環境に関連する主要な資格保有者数は下表のとおりです。 

教育活動の一環として計画的に取得を進めます。 

公害防止管理者（主任） 

公害防止管理者（大気一種～四種） 

公害防止管理者（水質一種～四種） 

公害防止管理者（騒音・振動） 

公害防止管理者（ダイオキシン） 

エネルギー管理士（熱）・（電気） 

エネルギー管理員（熱） 

エネルギー管理員（電気） 

廃棄物処理施設技術管理者 

特別管理産業廃棄物管理責任者 

環境計量士 

作業環境測定士 

特級ボイラー技士 

１級ボイラー技士 

２級ボイラー技士 

危険物取扱者（甲種） 

危険物取扱者（乙４種） 

危険物取扱者（甲種、乙４種以外） 

衛生管理者（１，２種） 

特定化学物質等作業主任者 

毒物劇物取扱責任者 

資 格 名 称  資 格 名 称  合　計 

３ 

２ 

４４ 

１３７ 

１０８ 

２０１ 

６９ 

８ 

１３４ 

３ 

合　計 

１ 

２３ 

２９ 

２ 

６ 

９ 

０ 

０ 

１ 

４ 

６ 
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11 社会とのコミュニケーション 

ハリマ化成は、社会に開かれた企業をめざして種々の活動を通じて地域社会との交流を積極的に進めています。 
●地域社会との共生 

年２回、事業所周辺の清掃を行っています。 
今年度は２００３年６月１６日、１２月２９日に実施しました。 

ジュニア・インターンシップ（就業体験学習） 
を地元地区の高校生を対象に実施しています。 
（2003年11月10～14日） 

兵庫県内の中学校では、毎年、職場体験「トラ
イやる・ウイーク」が実施され、今回も４人の近
隣中学生が１週間、いろんな体験をされました。
写真は、紙を抄く準備をしているところです。 
（2003年6月9～13日） 

近隣の小学生を招いて、工場で何を作っている
のか見学していただきました。 
（2003年11月17日） 

「すごいぞ！播磨の人と物づ
くり～はりまでギネス～」が
姫路で開催されました。 
世界でトップクラスの技術や
ここだけでしか製造していな
いメーカーなどを集めたユ
ニークなイベントに当社も出
展し、自信の製品、技術を紹
介しました。  
（2004年3月6、7日） 

●社外での環境教育 
近隣中学校を訪問し、全校生を対象に地球環境、エネルギー問題および当社の環境への取り組みについて講演しました。 

講演後、生徒からの感想文が寄せられ、それぞれ自分の立場で環境にどう取り組めるのかしっかり学んでいる様子がうかがえ

ました。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２００３年１０月３０日） 

感想文 
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社会とのコミュニケーション 

12 環境会計 

第３３回インターネプコン２００４が東京ビックサ
イトで開催されました。当社も「自然環境の調
和を考え、先端技術を追求する」という思いを
「Clean & Fine」に込めて参加しました。 
（2004年1月28～30日） 

中国上海市で第１３回「上海ネプコン」が開催
され出展しました。当社のブースでは、鉛フリー
はんだに関する技術プレゼンテーションを中
心に中国語で対応しました。 
（2003年4月8～11日） 

中国浙江省杭州市で中国造紙化学品工業協会
主催「２００４年中国製紙用薬品及び表面塗工剤
の応用国際技術開発討論会」が開催され当社
も講演を行いました。（2004年4月21日） 

●集計結果 
（１）大きな投資額は、排水処理設備（富士工場）、臭気改

善工事（加古川製造所）でした。 

（２）大きな費用額は、研究開発費用、産業廃棄物処理費用、

ＩＳＯ１４００１の維持・更新、環境測定費用、トルエン削減

を目的とした設備改造でした。 

※環境保全コスト（投資額、費用額）を中心に集計しましたが、

今後、物量的効果、経済的効果も含めて算出していきます。 

●環境会計 
環境保全に係わる活動を定量的に把握・評価するために、

２００３年度よりはじめて環境会計を導入しました。  

 

集計方法：環境省「環境会計ガイドライン２００２年度版」および（社）

日本化学工業協会の「化学企業のための環境会計ガイド

ライン」をもとに一部当社の考え方も加味して集計しました。 

集計範囲：ハリマ化成国内単体（加古川製造所、富士工場、東京

工場、北海道工場、仙台工場、茨城工場、四国工場）およ

びハリマＭＩＤ 

対象期間：２００３年４月～２００４年３月      

●情報開示 

単位：百万円 

分　　類 主な取組み内容 投資額 費用額 

１．　事業エリア内コスト 

内
　
訳 

１－１　公害防止コスト 

１－２　地球環境保全コスト 

１－３　資源循環コスト 

２．　上・下流コスト 

３．　管理活動コスト 

４．　研究開発コスト 

５．　社会活動コスト 

６．　環境損傷コスト 

大気、水域、臭気の公害防止対策 

省エネルギー対策等 

廃棄物減量化、削減等の対策 

ラベルプリンター、容器包装等の低減 

ＩＳＯ１４００１の維持、環境測定等 

環境配慮製品の研究・開発等 

環境団体寄付、地域活動支援等 

特になし 

１２３ 

８４ 

３４ 

５ 

０ 

８ 

２２ 

０ 

０ 

１５３ 

１８７ 

８０ 

１３ 

９４ 

１ 

６６ 

２４７ 

０ 

０ 

５０１ 

関連ページ 

 

１６,１７,１８ 

７ 

８ 

９ 

５,７,８ 

１１ 

１４ 

合　　　計 
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当社の生産拠点の中心で、ほとんどの種類の製品を製造し

ています。サイト内には、関連会社のハリマエムアイディ加古

川工場があり、植物資源「松」からの副産物を精製して残さ

を燃料として有効利用し、サイト内の消費エネルギーの大部

分を賄っています。 

又、中央研究所が併設し開発・製造の拠点となっています。

約１０万㎡の敷地を有し、２０００年６月にＩＳＯ１４００１認証

取得しました。   

工場から発生する臭いのあるガスを集約し、処理する
ことで臭気を大幅に削減しました。（2003年10月） 

南排水槽に従来の排水計測器に加え、新たに窒素、リン、COD濃度の自動測定器を設置
しました。計測データは、事務所にて常時監視およびデータ管理できるようLANケーブ
ルにて接続しています。（2003年12月） 

加古川製造所・中央研究所、エムアイディ加古川工場 

１．加古川製造所・中央研究所、ハリマエムアイディ加古川工場 
 

臭気対策設備 排水自動計測器 

排水監視室 

事務所でのデータ管理 

環境データ 

13 サイト紹介 

１２， ４８０ 

２， ５８２ 

７， ７４９ 

３８， ４００ 

６５， ８００ 

４５６， ２９９ 

２， ０４０ 

２， ４５５ 

１， １２９ 

１７１ 

９， ５９９ 

８， ９１０ 

１３， ０５３ 

２， ５０１ 

７， ９５０ 

２７， ３００ 

６９， ４００ 

４８４， ３３６ 

１， ８８９ 

２， ６８１ 

１， ２９６ 

１４４ 

６， ２６５ 

９， ４６９ 

１２， １１０ 

２， ５１９ 

７， ５６２ 

２０， １００ 

７０， ６００ 

３９７， ６６０ 

１， ２３３ 

２， ５２１ 

１， ３１０ 

１２３ 

４， ４４７ 

７， ６９４ 

項　目 単　位 ２００１年度 ２００２年度 ２００３年度 

燃料使用量（原油換算） 

電気使用量（原油換算） 

炭酸ガス排出量 

ＮＯｘ 

ＳＯｘ 

排水量 

ＣＯＤ 

廃棄物発生量 

社外処理量 

最終埋立量 

大気排出量（ＰＲＴＲ関連） 

移動量（ＰＲＴＲ関連） 

ｋr 

ｋr

ＣＯ２‐ｔ 

ｋｇ 

ｋｇ 

k 

ｋｇ 

ｔ 

ｔ 

ｔ 

ｋｇ 

ｋｇ 



17

富士工場は、１９８９年に建設されて以来、当社の主力工場
として製紙用薬品、インキ用樹脂の生産活動を行っています。 
建設以来、環境には十分配慮して活動しており、２００２
年のＩＳＯ１４００１の認証取得に伴い更なる環境対応として
省エネ、廃棄物の削減を推進しています。 
省エネに関しては、生産数量の変動、生産品種の変更等により 
　１）蒸気、エアー漏れ箇所の調査と修繕の徹底 
　２）コンプレッサー等の省エネ機器への変更 
等により少しずつではありますが改善を進めています。廃棄
物については、生産工程の変更等により２００３年は前年比
大幅な削減を達成でき、今後も更に削減の努力を続けてい
きます。 
環境関連設備として、昨年度は生産量増大に伴い工場排
水処理を行うため、加圧浮上方式による排水処理設備（処
理能力７００ｔ／月）を導入し、排水負荷に影響を及ぼさない

よう対応しました。 
また、地域との関わりとして、数年前より高校生のインターンシッ
プを受け入れており、実習を通じて当社の活動について理
解いただけるよう活動しています。 

２．富士工場 

排水中の懸濁物質を凝集剤で凝集させ加圧浮上により
凝集物を除去します。回収した凝集物は、フィルタープ
レスにて脱水し、廃棄物として処理しています。 

雨水排水濁度監視設備および排水槽バイパス配管。 
排水路へのゲート（遮断弁）、雨水排水槽への濁度モニ
ター、ｐＨ計を設置。 

環境データ 

富士工場 

排水処理設備 雨水排水濁度監視設備 

２， ４６８ 

１， １７５ 

８， １２８ 

３， ６５３ 

１６ 

１５７， ４４０ 

１， ７１６ 

２， ６８５ 

１， ０４２ 

１３ 

８９２ 

１３０， １２２ 

２， ４４９ 

１， １４２ 

８， １０２ 

３， ５９７ 

１７ 

１５７， ５００ 

１， ４４９ 

１， ６８７ 

５０２ 

０. ３ 

２１３ 

１９８， ０６４ 

２， ５５０ 

１， １６７ 

８， ４０８ 

３， ７３７ 

７４ 

１５８， ４００ 

５３９ 

１， ６８５ 

４３７ 

０ 

２０３ 

４０， ０３９ 

項　目 単　位 ２００１年度 ２００２年度 ２００３年度 

燃料使用量（原油換算） 

電気使用量（原油換算） 

炭酸ガス排出量 

ＮＯｘ 

ＳＯｘ 

排水量 

ＣＯＤ 

廃棄物発生量 

社外処理量 

最終埋立量 

大気排出量（ＰＲＴＲ関連） 

移動量（ＰＲＴＲ関連） 

ｋr 

ｋr

ＣＯ２‐ｔ 

ｋｇ 

ｋｇ 

k 

ｋｇ 

ｔ 

ｔ 

ｔ 

ｋｇ 

ｋｇ 

サイト紹介 



サイト紹介 

東京工場は、１９６７年に塗料用樹脂、接着剤用樹脂、印刷
インキ用樹脂の製造工場として設立され、１９９３年からは印
刷インキ用樹脂、接着剤用樹脂を中心とした生産活動を行っ
ています。 
住宅地が隣接する場所のため、廃ガス、臭気、排水、騒音
への配慮をかかさず操業した結果、２００３年に埼玉県から
県環境規制に適合した工場の認定をいただき、さらに２００４
年にはＩＳＯ認証取得をめざし準備中です。 
２００３年度は、工場環境の改善工事を２件実施しました。１
件は工場の廃ガスにオゾン水を噴霧して脱臭する設備を取
り付けました。オゾン水による噴霧脱臭は航空機客室の消
毒脱臭に利用されており、化学工場でこのシステムを導入し
たのはハリマ化成東京工場が初めてです。もう１件は騒音
防止工事です。まず複合騒音を調査し、騒音の原因となる
設備を特定し、各設備ごとに騒音防止対策を施した結果、

夜間でも静かな工場となりました。今後も東京工場は、地域
の住民とのコミュニケーションを深め、 皆様のご意見を取り
入れもっと暮らしやすい環境を作り続けてまいります。   

３．東京工場 

環境データ 

東京工場 

オゾン脱臭塔 廃熱ボイラー 

フレーカー出し時の発生ガスを霧化したオゾン水と接
触させることにより、臭気成分を分解し脱臭する設備です。 

従来、反応中に発生する臭気ガスは焼却炉で焼却して
いましたが、廃熱ボイラーを設置することで廃ガスの熱
で蒸気を発生させる熱回収を行っています。これによ
り蒸気ボイラーの負担を軽減し炭酸ガスの排出量削減
に寄与しています。  

項　目 単　位 ２００１年度 ２００２年度 ２００３年度 

燃料使用量（原油換算） 

電気使用量（原油換算） 

炭酸ガス排出量 

ＮＯｘ 

ＳＯｘ 

排水量 

ＣＯＤ 

廃棄物発生量 

社外処理量 

最終埋立量 

大気排出量（ＰＲＴＲ関連） 

移動量（ＰＲＴＲ関連） 

ｋr 

ｋr

ＣＯ２‐ｔ 

ｋｇ 

ｋｇ 

k 

ｋｇ 

ｔ 

ｔ 

ｔ 

ｋｇ 

ｋｇ 

１， ６１６ 

５０２ 

５， １２０ 

２， ４０９ 

９８６ 

１０８， ７９２ 

５４４ 

１， ８５１ 

４５６ 

２４ 

２２９ 

１６５， ７４２ 

１， ４２６ 

４６１ 

４， ５６６ 

２， １９７ 

８９９ 

９７， ４１９ 

３８０ 

１， ４６８ 

３２２ 

７ 

７， ６５４ 

２４， ４５０ 

１， ３３０ 

４２６ 

４， ２４８ 

２， １３３ 

８６３ 

７５， ９３７ 

６５ 

１， ３２９ 

２８６ 

０ 

４， １４７ 

２２， １９０ 
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14 環境年表 

ハリマ化成　環境への取り組みの歩み 国内外の動き 

会社設立 

 

わが国初のトール油精留プラント完成 

 

 

 

 

クローズドシステムのトール油精留プラント完成 

（大阪証券取引市場第二部に上場） 

 

 

（東京証券取引市場第二部に上場） 

（新社名「ハリマ化成株式会社」） 

省エネルギー優良工場表彰を受ける（加古川製造所） 

 

アロマフリー対応インキ用樹脂開発 

鉛フリーはんだの共同研究スタート 

兵庫労働基準局長賞（努力賞）受賞（加古川製造所） 

静岡労働基準局長賞（努力賞）受賞（富士工場） 

　 

品質保証室設置　ＩＳＯ９００１取得へ活動開始 

ＩＳＯ９００１取得 

 

 

ＩＳＯ９００１全社取得 

ＩＳＯ１４００１取得（加古川製造所）     

 

 

 
エネルギー管理優良工場表彰を受ける（加古川製造所） 

ＩＳＯ１４００１取得（富士工場）　 

　 

初めての環境報告所作成とホームページ掲載 

東京工場ＩＳＯ１４００１統合運用 

 

水俣病（有機水銀中毒）発生 

 

四日市市で喘息患者多発 

公害対策基本法制定 

（以降、大気汚染防止法、水質汚濁防止法など制定） 

国連人間環境会議で「人間環境宣言」採択 

瀬戸内海環境保全臨時措置法制定（１９７８年恒久法化）

オゾン層保護条約「ウィーン条約」採択 

オゾン層を破壊する物質に関する「モントリオール議定書」採択 

ＩＳＯ９０００シリーズ発行 

 
有害廃棄物の越境規制条約（バーゼル条約） 
　 

再生資源利用促進法制定（リサイクル法） 

地球サミットにおいて「環境と開発に関するリオ宣言」採択 

　 
環境基本法制定 
　 

 
容器包装リサイクル法制定 
　 

ＩＳＯ１４００１発行 

京都議定書採択（ＣＯＰ３京都会議） 

特定家庭用機器再商品化法制定（家電リサイクル法） 

エネルギーの使用の合理化に関する法律改正（省エネ法） 

地球温暖化対策推進法制定 

ＰＲＴＲ法制定、ダイオキシン類対策特別措置法制定 

グリーン購入法制定     

循環型社会形成推進基本法制定     

「環境報告書ガイドライン」発表     

土壌汚染対策法制定     

建設工事に係わる資材の省資源化に関する法律施行   

エネルギー政策基本法公布     

土壌汚染対策法施行     

循環型社会形成推進基本計画策定  

年 

１９４７ 

１９５３ 

１９５８ 

１９６１ 

 
１９６７ 
 

１９７２ 

１９７３ 

１９８５ 

１９８７ 

１９８７ 

 
１９８９ 
 

１９９１ 

１９９２ 

 
１９９３ 
 

 
１９９５ 
 

１９９６ 

１９９７ 

１９９８ 

１９９８ 

１９９８ 

１９９９ 

２０００ 

２０００ 

２００１ 

 

２００２ 

 

 
２００３ 
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内容に関するお問い合わせ先 

　ハリマ化成株式会社　環境品質管理室 
　http://www.harima.co.jp 
　ＴＥＬ：0794－22－3301　ＦＡＸ：0794－26－6008 発行　２００４年９月　 

（次回発行予定２００５年８月） 


